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昭和３７年 ３月２６日制定 

昭和３８年 ８月 1 日変更 

昭和４０年 ６月２１日変更 

昭和４１年 ８月２２日変更 

昭和４３年 ６月２０日変更 

昭和４５年 ８月２０日変更 

昭和４６年 ５月２９日変更 

昭和４８年 ６月１３日変更 

昭和４９年 ５月３０日変更 

昭和５３年 ６月１６日変更 

昭和５８年 ９月３０日変更 

平成 ２年 ８月２３日変更 

平成１３年 ８月２９日変更 

平成１４年 ９月 ５日変更 

平成１５年 ９月２９日変更 

平成１６年 ６月３０日変更 

平成１７年 ９月 １日変更 

平成１９年 ７月 １日変更 

平成２３年 ７月 １日変更 

平成２６年 ６月３０日変更 

平成２７年 ８月１９日変更 

平成２８年 ６月３０日変更 

 

 

第 1 章 総  則 

 

（規約の性格） 

第１条 この協会の運営は、法令、法令に基づく処分、定款、業務方法書、その他別段

の定めあるもののほかは、この規約によって行なう。 



（規約の変更、廃止） 

第２条 この規約の変更又は廃止は、総会の議決を経てこれを行なう。 

 

 

第 2 章 会  員 

 

（会員たる資格の審査決定） 

第３条 会員となろうとする者が、会員たる資格を有するかどうか明らかでないときは

理事会でこれを定める。 

（出資者の区分） 

第４条 会員又は会員となろうとする者が出資をしようとするときは、その出資が次に

掲げる資金のうち、どの資金の保証債務の弁済に充てるための出資金であるかの区分

を明らかにしてこれをするものとする。 

（１） 農業近代化資金 

（２） 農業改良資金（旧農業改良資金を除く。）及び青年等就農資金（旧就農支援資金

を除く。） 

（３） 前各号の資金以外の特定資金 

（４） 前号の資金以外の一般資金 

（出資証券の交付） 

第５条 この協会は、出資者に対し、その出資金の額を記載した出資証券を交付するも

のとする。 

 

 

   第３章 総  会 



 

（総会の開会） 

第６条 総会の招集者は、出席した会員数並びに出席した会員の出資の合計額及び出席

した会員の議決権数を報告して開会を宣し、議長の選任を総会にはかるものとする。 

（議事録署名人の指名） 

第７条 削除 

（議事の進行） 

第８条 議長は、議事の進行をはかるほか、議場の整理に必要な措置をとることができ

る。ただし、会員の発言を不当に制限してはならない。 

（議案の説明） 

第９条 議案は、提案者が説明する。ただし、必要があるときは、議長は、この協会の

職員その他提案者以外の者にこれを説明させることができる。 

（動議の提出） 

第 10 条 出席した会員は、緊急を要する事項につき、動議を提出することができる。 

２ 動議が提出されたときは、議長は、これを会議に付議すべきかどうかをはかるもの

とする。 

（議案、動議の再提出禁止） 

第 11 条 否決された議案及び否決され又は撤回された動議は、その総会中で再び提出す

ることができない。 

（採決の方法） 

第 12 条 採決は、発声、挙手、起立、投票のいずれかの方法によるものとする。 

２ 議長は、書面議決があるときは、これを加えて採決の結果を宣言する。 

（修正案の採決） 

第 13 条 修正案が提出されたときは、議長は、先ず修正案について採決を行う。 

２ 修正案が 2 以上あるときは、その趣旨が原案と最も異なるものから順次採決する。 



３ 修正案がすべて否決されたときは、原案について採決を行なうものとする。 

（委員附託） 

第 14 条 議案の審議について必要があるときは、総会の議決を経て、これを会員中より

選任された委員に附託して審議することができる。 

２ 委員は、附託された議案について、その審議の結果を総会に報告するものとする。 

（総会の議事録記載事項） 

第 15 条 総会の議事録には、次の事項を記載し、又は記録した議事録を作成する。 

（１） 総会の名称 

（２） 総会招集通知の期日 

（３） 総会が開催された日時及び場所 

（４） 会日における会員数、出資総額及び議決権数 

（５） 総会に出席した会員数並びに出席した会員の出資の合計額及びその議決権数 

（６） 総会に出席した理事及び監事の氏名 

（７） 総会の議長の氏名及び選任方法 

（８） 会議の目的事項 

（９） 総会の議事の経過の要領及びその結果 

（10） 議事録を作成した理事の氏名 

（11） その他議長の必要と認めた事項 

（その他の事項） 

第 16 条 この章に定めていない議事に関する事項は、議長がこれを定める。 

 

 

第４章 役員の選任 

 



（役員選任の期間） 

第 17 条 役員の任期満了による選任及び委嘱（以下「選任」という。）は、役員の任期

が終る日の 60 日前から任期が終る日までの間にこれを行なう。 

（選任に関する議案） 

第 18 条 役員選任に関する議案は、総会の招集者がこれを総会に提出するものとする。 

２ 総会の招集者は、役員選任に関する議案を総会に提出するには、その総会において

選任された者をもって構成する推薦会議が推薦した者につき、議案を作成してこれを

しなければならない。 

（選任の通知及び公告） 

第 19 条 役員選任に関する議案が総会で可決されたときは、総会の招集者は、直ちに役

員に選任された者（以下「被選任者」という。）にその旨を通知するとともに、被選任

者の住所、氏名及び理事又は監事の別を公告しなければならない。 

（役員の就任） 

第 20 条 被選任者は、前条の規定による公告があったとき役員に就任する。ただし、当

該公告のときが現任役員の任期満了前であるときは、その任期満了のときに就任する

ものとする。 

（補欠の選任） 

第 21 条 役員の全部又は一部が欠けたときは、その欠員数につき、補欠選任を行なわな

ければならない。 

２ 前項の規定による補欠選任は、これを行なうべき事由が生じた日から 30 日以内にこ

れを行なうものとする。ただし、欠員により理事の数が５人未満、監事の数が 2 人未

満となる場合及び定款第 19 条第 2 項の規定により委嘱された理事の数が理事の定数

の 5 分の 2 をこえることとなる場合を除き、欠員数がそれぞれ理事の定数の 3 分の 1

以下、監事の定数の 2 分の 1 以下であるとき、又は役員に欠員を生じたときが役員の

任期満了前 90 日以内であるときは、次の総会まで補欠選任を行なわないことができる。 



第５章 役員及び職員 

第１節 理事会 

 

（理事会の招集） 

第 22 条 理事会の招集は、その会日の 5 日前までに、その会議の目的たる事項、日時

及び場所、その他の事項を通知して、これを行なうものとする。ただし、緊急の場合

にはその期間を短縮することができる。 

（理事会の議事） 

第 23 条 理事会は、理事の過半数が出席しなければ、これを開くことができない。 

２ 理事は、代理人によって議決を行なうことができない。 

３ 会長は、理事会の議長となる。 

（理事会の議事録記載事項） 

第 24 条 理事会の議事録には、次の事項を記載し、議長及び出席した議長以外の理事 2

名以上がこれに署名又は記名押印する。 

（１） 理事会招集通知の期日 

（２） 理事会が開催された日時及び場所 

（３） 会日における理事の数 

（４） 理事会に出席した理事の数 

（５） 理事会に出席した理事の氏名 

（６） 会議の目的事項 

（７） 理事会の議事の経過の要領及びその結果 

（８） その他議長の必要と認めた事項 

 

 



第２節 監  事 

 

（監査細則） 

第 25 条 監事は、監査についての細則を定めることができる。 

 

 

第３節 職  員 

 

（職員） 

第 26 条 この協会の事務を処理するため、職員若干名を置く。 

（職員の任免） 

第 27 条 職員の任免は、会長がこれを行なう。 

（給与規程） 

第 28 条 職員に対する給与は、職員給与規程の定めるところによる。 

２ 職員給与規程は、理事会の議決を経てこれを定める。 

（職員退職給付規程） 

第 29 条 この協会は、職員が退職したときは、職員退職給付規程の定めるところにより、

これらの者に対し、退職手当を支給する。 

２ この協会は、職員退職給付規程の定めるところにより、毎年度退職給付引当金を積

み立てるものとする。 

３ 職員退職給付規程は、理事会の議決を経てこれを定める。 

 

 



第６章 委員会 

 

（委員会の設置） 

第 30 条 この協会に、この協会の業務の健全な運営に関する重要事項を審議するための

委員会(以下「委員会」という。)を置く。 

２ 会長は、必要に応じ、２以上の委員会を置き、次条に規定する委員会の職務を分掌

させることができる。 

３ 委員会の委員は、会員（法人たる会員にあっては当該法人の役員又は職員、地方公

共団体にあってはその長又は補助機関たる職員）及び農業又は金融に関し学識経験を  

有する者のうちから、会長が委嘱する。 

４ 前項の委員が転職、転勤、配置換え等の事由により、その職務を行うことが適当で

ないと認められる場合には、会長は、前項の委嘱を解くことができる。 

（委員会の職務） 

第 31 条 委員会は、協会の業務の健全な運営を確保するため、会長の諮問を受けて、次

に掲げる事項につき答申を行う。 

（１） 協会が自主的に定める協会の業務の健全性を判断するための基準の設定及び変 

更 

（２） 協会の経営の健全性を確保するための中長期の経営計画(農業信用保証保険法

第 56条の２の規定に基づく改善計画を含む。)の設定及び変更 

（３） 前号の経営計画その他協会の経営の健全性を確保するための重要な措置 

 （４） 保証業務に関し、会長が必要と認めた事項 

（委任規定） 

第 32 条 委員会の設置及び運営については、前２条の規定によるほか、理事会の議決を

経てこれを定める。 



第７章 業務の執行及び会計 

第１節 総  則 

 

（業務執行の原則） 

第 33 条 この協会は、定款第 1 条の目的を達成するため、関係機関と密接に連絡協調

を保ち迅速かつ適正に業務を執行するものとする。 

（個人情報の保護措置） 

第 34 条 この協会は、その取り扱う個人である利用者に関する情報の安全管理、従業者

の監督及び当該情報の取扱いを委託する場合にはその委託先の監督について、当該情

報の漏えい、滅失又はき損の防止を図るために、必要かつ適切な措置を講じなければ

ならない。 

２ この協会は、信用情報に関する機関（資金需要者の借入金返済能力に関する情報の

収集及びこの協会に対する当該情報の提供を行うものをいう。）から提供を受けた情報

であって個人である資金需要者の借入金返済能力に関するものを、資金需要者の返済

能力の調査以外の目的のために利用しないことを確保するための措置を講じなければ

ならない。 

３ この協会は、その取り扱う個人である利用者に関する人種、信条、門地、本籍地、

保健医療又は犯罪経歴についての情報その他の特別の非公開情報（その業務上知り得

た公表されていない情報をいう。）を、適切な業務の運営の確保その他必要と認められ

る目的以外の目的のために利用しないことを確保するための措置を講じなければなら

ない。 

（業務執行に関する細則） 

第 35 条 理事会は、必要があると認めるときは、別に業務執行に関する細則を定めるこ

とができる。 



第２節 保証業務 

 

（１会員についての保証の金額の最高限度） 

第 36 条 この協会の 1 会員についての保証の金額（会員が農業協同組合（以下本条中

「組合」という。）である場合は、その組合員であってこの協会の会員である者以外

の者に対して保証する金額の合計額を含む。）の最高限度は、保証（極度貸付（業務

方法書第 3 条の極度貸付をいう。）の保証を含む。）に係る元本の残高に係る保証の

額につきその会員が特定資金又は一般資金に係る債務の保証のための基金として出資

したそれぞれの出資金の額の特定資金にあっては 100 倍、一般資金にあっては 100 倍

に相当する額とする。ただし、特別の事情がある場合で理事会が認めたときはこの限

度を越えて保証することができる。 

２ 前項において、会員が組合であるときは、市町村の出資金は当該市町村がその指定

する場合は、その組合に係る特定資金又は一般資金の債務の保証のための基金とする

ことを指定して割り当てたそれぞれの額を、その組合のそれぞれの出資金の額に加算

して計算するものとする。 

（保証契約の条件） 

第 37 条 この協会は、保証契約の締結を行なう場合において必要と認めるときは、被保

険者からその保証について担保を提供させ、若しくは連帯保証人をたてさせることが

できるものとする。 

（実費の徴収） 

第 38 条 この協会は、債務の保証に関し信用調査等につき特別な費用を要したときはそ

の実質額を限度として被保証者から実費を徴収することができる。 

（保証料等の納入） 

第 39 条 この協会は、融資機関がこの協会に代って徴収した保証料及び遅延損害金を取



りまとめ、徴収した月の翌月 15 日までに協会に納入させるものとする。 

２ この協会は、融資機関が前項の納入を怠ったときは、その未納額に対し年１４．５

パーセントの割合により算出した金額を遅延損害金として徴収するものとする。 

 

 

第３節 業務の委託 

 

（業務委託契約） 

第 40 条 この協会は、融資機関に業務の委託をしょうとするときは、当該融資機関と業

務委託契約を締結するものとする。 

 

（委託業務取扱手数料） 

第 41 条 この協会は、受託者に対し、委託業務取扱手数料を支払うことができる。 

２ 前項の手数料の料率及び支払方法については、理事会で別に定める。 

 

 

第４節 会  計 

 

（予定損益計算書の作成） 

第 42 条 理事は、毎事業年度の始めに、事業計画に基づいて予定損益計算書を作成し事

業計画とともに総会の承認を得るものとする。 

（帳簿） 

第 43 条 この協会が使用する帳簿は、会長がこれを定める。 

（会計規程） 



第 44 条 この協会の会計に関しては、農業信用保証保険法（昭和 36 年法律第 204 号）、

農業信用基金協会の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書並びに計算に関する命令

（平成 17 年内閣府・農林水産省令第 6 号）その他の法令、定款及び業務方法書によ

るほか、会計規程に定めるところにより、及び公正なる会計慣行を斟酌して処理する

ものとする。 

２ 前項の会計規程は、理事会の議決を経てこれを定める。 

 

附 則 

１ この規約は、この協会の成立の日から実施する。 

２ この協会の成立の後、初めて委嘱された審査委員の任期は、第 30 条第 3 項の規定

にかかわらず、委嘱の日から昭和３７年６月３０日までとする。 

 

   附 則 

この規約の変更は、昭和３８年８月１日から実施する。 

 

   附 則 

この規約の変更は、昭和４０年６月２１日から実施する。 

 

   附 則 

この規約の変更は、昭和４１年８月２２日から実施する。 

 

   附 則 

この規約の変更は、昭和４３年６月２０日から実施する。 

 

 



   附 則 

この規約の変更は、昭和４５年８月２０日から実施する。 

 

   附 則 

この規約の変更は、昭和４６年５月２９日から実施する。 

 

   附 則 

この規約の変更は、昭和４８年６月１３日から実施する。 

 

附 則 

この規約の変更は、昭和４９年５月３０日から実施する。 

 

   附 則 

この規約の変更は、昭和５３年６月１６日から実施する。 

 

   附 則 

この規約の変更は、昭和５８年９月３０日から実施する。 

 

   附 則 

この規約の変更は、平成２年８月２３日から実施する。 

 

附 則 

この規約の変更は、平成１３年８月２９日から実施する。 

 

 



附 則 

この規約の変更は、平成１４年９月５日から実施する。 

 

附 則 

この規約の変更は、平成１５年９月２９日から実施する。 

 

附 則 

この規約の変更は、平成１６年６月３０日から実施する。 

 

附 則 

この規約の変更は、平成１７年９月１日から実施する。 

 

附 則 

この規約の変更は、平成１９年７月１日から実施する。 

 

附 則 

この規約の変更は、平成２３年７月１日から実施する。 

 

附 則 

この規約の変更は、平成２６年４月１日から遡って適用する。 

 

附 則 

１ この規約の変更は、定款変更について主務大臣の認可のあった日（平成２７年８月

１９日）から施行する。 

２ ただし、この規約の変更後の第 15 条の規定は、この規約の施行の日以降、最初に開



催する総会の日から適用する。 

 

附 則 

この規約の変更は、平成２８年６月３０日から施行する。 

 

 


